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独立行政法人水産大学校 平成２５年度事業報告書

１．国民の皆様へ

独立行政法人水産大学校は、水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うこと

により、水産業を担う人材の育成を図ることを目的とした、農林水産省所管の教育研

究機関です。

水産大学校では、実学に立脚し、水産業・水産政策の重要課題に的確に対応すると

ともに、諸分野が総合的・有機的に関連する水産業・水産学の特徴を踏まえた総合的

な教育を実施するため、修業年限４年の「本科」（水産流通経営学科・海洋生産管理

学科・海洋機械工学科・食品科学科・生物生産学科）と、本科で身につけた知識・技

術を基盤にさらに専門性の高い知識を学ぶ「水産学研究科」及び水産系の海技士を養

成する「専攻科」を設けており、卒業者・修了者には、独立行政法人大学評価・学位

授与機構から学位（学士・修士）が授与されています。平成２５年度の本科の学生数

は８５７名で、水産大学校全体では９２８名の学生が在学しており、学生の出身地は

全国すべての都道府県にわたっています。

また、平成２５年度の卒業・修了者の就職率は９６．９％であり、このうち水産業

及びその関連分野への就職率は８１．２％（内定者ベース）です。

我が国は、四方を海に囲まれ、国民の皆様の生活と密接な結びつきをもって水産

業・漁村が発達してきましたが、全般的に水産資源の悪化が進行している中で、世界

的な水産物需要の高まりが見られる一方、我が国では東日本大震災による甚大な被害、

漁業就業者の減少・高齢化により生産構造が脆弱化するなど、水産業を巡る情勢はか

つてないほど変化してきています。

水産大学校では、これらの情勢の変化及び水産政策の課題に的確に対応し、国民の

皆様への水産物の安定供給の確保及び水産業の健全な発展という水産基本法の基本

理念の実現に向けて、水産基本計画（平成２４年３月閣議決定）にあるとおり、水産

業において指導的役割を果たす人材の育成をするための実践的な専門教育の充実を

図り、水産業及びその関連分野の人材確保を引き続き図ってまいります。

２．基本情報

（１）法人の概要

① 法人の目的

独立行政法人水産大学校は、水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行う

ことにより、水産業を担う人材の育成を図ることを目的としています。（独立行

政法人水産大学校法第三条）

② 業務内容

当法人は、独立行政法人水産大学校法第三条の目的を達成するため以下の業務
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を行います。

ア．水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うこと

イ．アの業務に附帯する業務を行うこと

③ 沿 革

昭和１６年４月 朝鮮総督府釜山高等水産学校として設立

昭和２１年５月 農林省水産庁水産講習所下関分所を開設

昭和２２年４月 農林省水産庁第二水産講習所と改称

昭和２７年４月 農林省水産庁水産講習所と改称

昭和３８年１月 農林省水産庁水産大学校と改称

平成 ６年４月 水産学研究科（大学院修士課程相当）を開設

平成１３年４月 独立行政法人水産大学校となる

平成１８年４月 非特定の独立行政法人となる

④ 設立根拠法

独立行政法人水産大学校法（平成１１年法律第百九十一号）

⑤ 主務大臣（主務省所管課等）

農林水産大臣（農林水産省水産庁増殖推進部研究指導課）

⑥ 組織図

別添「独立行政法人水産大学校組織図」のとおりです。

（２）本校・実験実習場の住所

本校：山口県下関市永田本町２－７－１

田名臨海実験実習場：山口県熊毛郡平生町佐賀田名

小野臨湖実験実習場：山口県宇部市大字小野８３１９－２

（３）資本金の状況 （単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 8,986 － － 8,986

資本金合計 8,986 － － 8,986

（４）役員の状況

役 職 氏 名 任 期 担当 経 歴

理事長 鷲尾圭司 自 平成25年4月1日 前 京都精華大学人文学部長

至 平成29年3月31日 平成 21年 4月（独）水産大
学校理事長

理 事 前 章裕 自 平成25年4月1日 昭和 56年 4月 水産庁採用

至 平成27年3月31日 平成 23年 7月 水産庁増殖

推進部栽培養殖課長
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平成 25年 3月 水産庁退職

(役員出向)

監 事 有薗眞琴 自 平成25年4月1日 昭和 48年 4月 山口県採用

(非常勤) 至 平成27年3月31日 平成 22年 3月 山口県退職

平成 23年 4月（独）水産大
学校監事（非常勤）

監 事 小倉國雄 自 平成25年4月1日 現 株式会社戦略経営サポー

(非常勤) 至 平成27年3月31日 ト代表取締役、税理士法人維

新代表社員

平成 23年 4月（独）水産大
学校監事（非常勤）

（５）常勤職員の状況

常勤職員は平成２５年度末において１７１人（前期末比１人増加、０．６％増）
であり、平均年齢は４３．２歳（前期末４４．１歳）となっています。このうち、
国等からの出向者は２９人、民間からの出向者は０人です。

３．簡潔に要約された財務諸表
（１）貸借対照表(http://www.fish-u.ac.jp/johokoukai/joho3_zaimu.html)

（単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額

流動資産 流動負債

現金及び預金 612 運営費交付金債務 401

その他 104 その他 311

固定資産 固定負債

有形固定資産 11,146 資産見返運営費交付金 268

その他 3 資産見返寄付金 13

資産見返物品受贈額 42

その他 1

負債合計 1,036

純資産の部 金額

資本金

政府出資金 8,986

資本剰余金 1,811

利益剰余金 31

純資産合計 10,829

資産合計 11,865 負債純資産合計 11,865



4

（２）損益計算書(http://www.fish-u.ac.jp/johokoukai/joho3_zaimu.html)

（単位：百万円）

金 額

経常費用（Ａ） 2,257

業務費 1,985

人件費 1,243

減価償却費 45

その他 697

一般管理費 273

人件費 173

減価償却費 6

その他 94

経常収益（Ｂ） 2,259

補助金等収益等 1,552

自己収入等 653

その他 53

臨時損失（Ｃ） 1

臨時利益（Ｄ） 1

その他調整額（Ｅ） 3

当期総利益（Ｂ－Ａ－Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 4

（３）キャッシュ・フロー計算書

(http://www.fish-u.ac.jp/johokoukai/joho3_zaimu.html)

（単位：百万円）

金 額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） 12

人件費支出 △ 1,547

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 789

補助金等収入 1,689

自己収入等 659

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） △57

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） -

Ⅳ資金に係る換算差額（Ｄ） -

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） △45

Ⅵ資金期首残高（Ｆ） 657

Ⅶ資金期末残高（Ｇ＝Ｆ＋Ｅ） 612
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（４）行政サービス実施コスト計算書

(http://www.fish-u.ac.jp/johokoukai/joho3_zaimu.html)

（単位：百万円）

金 額

Ⅰ業務費用 1,601

損益計算書上の費用 2,259

（控除）自己収入等 △ 658

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ損益外減価償却相当額 614

Ⅲ損益外除売却差額相当額 0

Ⅳ引当外賞与見積額 7

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △ 56

Ⅵ機会費用 71

Ⅶ（控除）法人税等及び国庫納付額 -

Ⅷ行政サービス実施コスト 2,238

４．財務情報

（１）財務諸表の概況

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ･フローなどの主

要な財務データの経年比較・分析（内容・増減理由）

（経常費用）

平成２５年度の経常費用は２２億５７百万円と、前年度比２億５６百万円

減（１０.２％減）となっています。これは、退職金費用が前年度比１億７

２百万円減（４９.３％減）、その他経費の外部委託費が前年度比８３百万円

減（５１.９％減）となったことが主な要因です。なお、外部委託費の減少

は、昨年度多目的学生教育棟建設における土地造成経費８６百万円が計上さ

れていたためです。

（経常収益）

平成２５年度の経常収益は２２億５９百万円と、前年度比２億６２百万円

減（１０.４％減）となっています。これは、運営費交付金収益が前年度比

１億６５百万円減（９.７％減）、施設費収益が前年度比９８百万円減（１０

０％減）となったことが主な要因です。

（当期総利益）

上記経常収益の状況、臨時損失として固定資産除却損１百万円、臨時利益

として資産見返運営費交付金戻入と資産見返物品受贈額戻入の合計１百万

円を計上したこと及び前中期目標期間繰越積立金３百万円を取り崩した結

果、平成２５年度の当期総利益は４百万円となっています。
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（資産）

平成２５年度末現在の資産合計は１１８億６５百万円と、前年度末比５億

７９百万円減（４.７％減）となっています。これは、有形固定資産が前年

度末比５億６６百万円減（４.８％減）、現金及び預金が前年度末比４５百万

円減（６.９％減）となったこと及び未収金が前年度末比２８百万円増（１

０１.７％増）となったことが主な要因です。なお、有形固定資産の減少は、

建物、船舶の減価償却による減少が主な要因です。

（負債）

平成２５年度末現在の負債合計は１０億３６百万円と、前年度末比５百万

円減（０.５％減）となっています。これは、未払金が前年度末比８２百万

円減（２６.２％減）となったこと及び運営費交付金債務が前年度末比８０

百万円増（２４.９％増）となったことが主な要因です。

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成２５年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１２百万円と、前年

度比５１百万円減(８０.５％減）となっています。これは、運営費交付金収

入が前年度比２億１０百万円減（１１.２％減）、自己事業収入が２５百万円

減（４.４％減）となったこと及び人件費支出が１億１百万円減（６.２％

減）、原材料、商品又はサービスの購入による支出が前年度比７１百万円減

（８.２％減）となったことが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

平成２５年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△５７百万円と、前

年度比１億２１百万円減（１８９.７％減）となっています。これは、施設

費による収入が前年度比４億３８百万円減（９８.５％減）となったこと及

び有形固定資産の取得による支出が前年度比３億１６百万円減（８３．２％

減）となったことが主な要因です。

表 主要な財務データの経年比較 （単位：百万円）

区 分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

経常費用 2,696 2,553 2,585 2,513 2,257

経常収益 2,706 3,193 2,547 2,520 2,259

当期総利益 9 640 8 11 4

資産 14,635 13,842 13,056 12,444 11,865

負債 1,544 1,023 1,592 1,041 1,036

利益剰余金 26 667 23 30 31

業務活動によるキャッシュ・フロー 191 101 △ 413 63 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 30 △ 53 △ 57 64 △57

財務活動によるキャッシュ・フロー - △ 84 - - -

資金期末残高 1,036 1,000 530 657 612



7

（注）平成 22年度までは前中期目標期間、平成 23年度以降は当中期目標期
間です。

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

該当事項はありません。

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

該当事項はありません。

④ 目的積立金の申請、取崩内容等

該当事項はありません。

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成２５年度の行政サービス実施コストは２２億３８百万円と、前年度比２億

９百万円減（８.５％減）となっています。これは、業務費用が２億６１百万円

減（１４.０％減）、損益外減価償却相当額が前年度比４３百万円減（６.５％
減）、引当外賞与見積額が前年度比２１百万円増（１５１.６％増）引当外退職給
付増加見積額が７０百万円増（５５.７％増）となったことが主な要因です。

表 行政サービス実施コストの経年比較 (単位：百万円）

区 分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

業務費用 1,951 1,842 1,906 1,862 1,601

うち損益計算書上の費用 2,701 2,561 2,586 2,514 2,259

うち自己収入 △ 750 △ 718 △ 679 △ 652 △ 658

損益外減価償却相当額 867 805 709 657 614

損益外除売却差額相当額 0 23 3 1 0

損益外減損損失相当額 - - - - -

引当外賞与見積額 △ 1 △ 2 △ 14 △ 14 7

引当外退職給付増加見積額 △ 40 △ 1 △ 33 △ 126 △ 56

機会費用 185 160 120 66 71

（控除）法人税等及び国庫納付金 - - - - -

行政サービス実施コスト 2,962 2,828 2,691 2,446 2,238

（注）平成 22年度までは前中期目標期間、平成 23年度以降は当中期目標期間です。

（２）施設等投資の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

該当事項はありません。

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充
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該当事項はありません。

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当事項はありません。

（３）予算・決算の概況

（単位：百万円）

区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入 3,183 3,524 2,889 3,065 2,846 2,876 2,875 2,825 2,425 2,503

運営費交付金 2,042 2,042 1,866 1,866 1,969 1,969 1,883 1,883 1,673 1,673

政府補助金等収入 - - - - - 21 - 19 - 16 * 1

施設整備費補助金 417 565 241 241 203 203 314 244 - -

船舶建造費補助金 - - - - - - - - - -

受託収入 58 170 58 144 131 113 133 88 133 108 * 2

諸収入 536 587 536 576 544 570 544 571 516 555 * 3

前期繰越 130 161 188 238 - - - 21 102 151 * 4

支出 3,183 3,217 2,889 2,791 2,846 2,768 2,875 2,635 2,425 2,310

業務経費 581 588 575 597 534 521 549 532 545 569 * 5

政府補助金等事業費 - - - - - 21 - 19 - 16 * 1

施設整備費 417 565 241 241 203 203 314 244 45 39 * 6

船舶建造費 - - - - - - - - - -

受託経費 58 170 58 144 131 113 133 88 133 108 * 2

一般管理費 220 192 214 194 197 186 197 184 191 198 * 5

人件費 1,907 1,702 1,801 1,616 1,782 1,725 1,682 1,567 1,510 1,380 * 7

（注）平成 22年度までは前中期目標期間、平成 23年度以降は当中期目標期間です。

(予算額と決算額との差額理由)

* 1：政府補助金を受領したため。

* 2：政府受託が減少したため。

* 3：予定以上の学生の在籍があったため。

* 4：施設整備費補助金分は、確定額が当初交付決定額より少なかったが、減少額を上回る平成２４年度からの

業務経費・一般管理費の繰越があったため。

* 5：前年度からの繰越等のため。

* 6：平成２４年度補正予算額を繰り越し、確定額が当初交付決定額より少なかったため。

* 7：退職後の新規採用を必要最小限に抑制したため及び退職者が予定より少なかったため。
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（４）経費削減及び効率化目標との関係

運営費交付金を充当して行う事業については、平成２２年度予算（一般管理費２

億１４百万円、業務経費５億７５百万円）をベースに、中期目標期間中、毎年度平

均で少なくとも一般管理費については前年度比３％の削減、業務経費については前

年度比１％の削減を行うこととしています。平成２３年度予算、平成２４年度予算、

平成２５年度予算の一般管理費は対平成２２年度予算ベース比でそれぞれ９２．

１％、９２．１％、８６.４％に削減、同様に業務経費はそれぞれ９２．９％、９

２．５％、９１．８％に削減しています。

平成２５年度は、この予算をベースに効率的かつ重点的な資金配分を行い、支出

においては複数年契約や一括発注を進め、また節電対策等を実施することにより経

費の節減や事務の効率化を図りました。これらの取り組みにより適切な執行を行っ

ており、効率化目標（下表の（効率化目標）参照）は確実に達成しています。

また、人件費については、平成２４年度に引き続き「国家公務員の給与の改定及

び臨時特例に関する法律」（平成２４年法律第二号）に準じた給与減額支給措置を

行ったことにより、決算ベースで平成２２年度比８６．４％となっています。

〇運営費交付金（一般管理費・業務経費）

（単位：百万円）

前中期目標期間終了年度 当中期目標期間

区分 ２２年度（予算） ２３年度（予算） ２４年度（予算） ２５年度（予算）

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

％ ％ ％ ％

一般管理費 214 100 197 92.1 197 92.1 185 86.4

（効率化目標） (208) (97.0) (201) (94.1) (195) (91.3)

業務経費 575 100 534 92.9 532 92.5 528 91.8

（効率化目標） (569) (99.0) (564) (98.0) (558) (97.0)

（注）一般管理費・業務経費からは、通常の運営費交付金とは別に措置された特別な

予算（かかり増し予算）は除いています（22年度及び 23年度：該当なし、24年
度：17百万円（業務経費）、25年度：６百万円＊（一般管理費）、１７百万円＊＊
（業務経費）。

＊ 統合準備経費

＊＊ SOLAS条約（海上における人命の安全のための国際条約）付属書改正に伴う船橋航海当直

警報装置及び設置経費（耕洋丸分）
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〇運営費交付金（人件費）

（単位：百万円）

前中期目標期間終了年度 当中期目標期間

区分 ２２年度（決算） ２３年度（決算） ２４年度（決算） ２５年度（決算）

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

％ ％ ％ ％

人件費 1,306 100 1,300 99.5 1,140 87.3 1,129 86.4

（注）人件費は、常勤の役員に対する報酬及び職員に対する給与の支給額であり、

退職手当等は含んでいません。

５．事業の説明

財源構造

当法人の経常収益は２２億５９百万円で、その内訳は、運営費交付金収益１５億３

６百万円（収益の６８.０％）、事業収益５億４６百万円（２４.２％）、受託収益１億

２百万円（４.５％）、補助金等収益１６百万円（０.７％）、寄付金収益４百万円（０.

２％）、固定資産見返戻入益４５百万円（２.０％）、雑益８百万円（０.４％）となっ

ています。

業務内容の実績は、別添「平成２５年度業務実績報告書」のとおりです。

以上
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海 洋 生 産 管 理 学 科

理 事 長

水 産 流 通 経 営 学 科

理 事

監 事

監 査 役

企 画 調 整 役

事 務 部

医 務 部

甲 板 部

機 関 部

無 線 部

事 務 部
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マルチメディアネットワークセンター管理役

庶 務 係
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出 納 係

施 設 係

流 通 経 営 講 座

水 産 学 研 究 科

専 攻 科

生 物 環 境 学 講 座

資 源 増 殖 学 講 座
生 物 生 産 学 科

水 産 基 礎 講 座

資 源 管 理 学 講 座

教 務 課

情 報 係

調 整 係

人 事 係

企 画 係

舶 用 機 関 課 程

船 舶 運 航 課 程

教 務 係

就 職 統 括 役

施 設 管 理 役

管 理 係

管 理 係

水 産 資 源 管 理 利 用 学 専 攻

水 産 技 術 管 理 学 専 攻

田 名 臨 海 実 験 実 習 場

機 関 部

甲 板 部

医 務 部

小 野 臨 湖 実 験 実 習 場

無 線 部

企 画 課

実 習 管 理 役

専 任 教 員

実 習 管 理 係
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食 品 機 能 学 講 座


